
議案第８号 

 

東広島市外国語指導助手設置規則の一部改正について 

 

東広島市外国語指導助手設置規則の一部を改正する規則を定めることについて、

次のとおり提案する。 

 

令和２年３月１７日提出 

 

                   東広島市教育委員会 

教育長  津  森   毅 

 

１ 提案理由 

令和２年度より、外国語指導助手が非常勤特別職から会計年度任用職員へ移行

するにあたり、現行の規則の一部を改正する必要があるため、この議案を提出す

るものである。 

 

２ 改正案 

  別紙のとおり。 

 

３ 施行期日 

  令和２年４月１日 

 

４ 根拠法令 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号） 

第１５条 教育委員会は、法令又は条例に違反しない限りにおいて、その権限に

属する事務に関し、教育委員会規則を制定することができる。 
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東広島市教育委員会規則第  号 

 

 東広島市外国語指導助手設置規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和２年  月  日 

 

東広島市教育委員会          

教育長  津  森     毅    

 

   東広島市外国語指導助手設置規則の一部を改正する規則 

 

東広島市外国語指導助手設置規則（平成２９年東広島市教育委員会規則第９号）

の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

東広島市外国語指導助手の任用等に関する規則 

目次中「―第６条」を「・第５条」に、「第７条―第１０条」を「第６条－第９

条」に、「第１１条―第１９条」を「第１０条－第１７条」に、「第２０条―第２

８条」を「第１８条－第２２条」に、「第２９条」を「第２３条」に、「第３０

条・第３１条」を「第２４条・第２５条」に改める。 

第１条の見出しを「（趣旨）」に改め、同条中「東広島市立小学校」を「この規

則は、東広島市立小学校」に、「として、」を「として配置する」に、「を設置す

る」を「の任用、報酬、勤務時間等に関し必要な事項を定めるものとする」に改め

る。 

第２条第１項中「昭和２５年法律第２６１号」の右に「。以下「法」という。」

を加え、「第３条第３項第３号に規定する非常勤の特別職」を「第２２条の２第１

項第１号に掲げる職員」に改め、同条第２項中「労働基準法（昭和２２年法律第４

９号）」を「法」に、「、市の条例及び東広島市教育委員会非常勤職員設置規則（

平成２１年東広島市教育委員会規則第２号）」を「及び市の条例」に改める。 

第４条第１項中「とする」を「とし、当該外国語指導助手が本邦に入国した日（

以下この項において「入国日」という。）の翌日から入国日後最初に到来する３月
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３１日までの期間（以下「前半任用期間」という。）及び同日の翌日から、入国日

の翌日から起算して１年を経過する日までの期間（以下「後半任用期間」とい

う。）に区分する。」に改め、同条第２項中「前項」を「第１項」に改め、同項を

同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 外国語指導助手に係る法第２２条の２第７項の規定により読み替えて適用する

法第２２条の規定による条件付採用は、前半任用期間及び後半任用期間のそれぞ

れの初日から１月を勤務し、客観的かつ合理的な理由により能力が十分に実証さ

れないと認められる場合を除き、正式のものとなる。 

第６条を削る。 

第７条第１項中「外国語指導助手に係る特別職の職員等の給与、旅費等に関する

条例（平成元年東広島市条例第５号）別表第１の２の表の任命権者が定める」を「

外国語指導助手の」に改め、同条第３項中「第１２条第１項」を「第１１条第１

項」に改め、同条第４項中「第１１条第２項」を「第１０条第２項」に改め、同条

第５項中「第１１条第１項」を「第１０条第１項」に改め、第４章中同条を第６条

とし、第８条を第７条とする。 

第９条第１項中「特別職の職員等の給与、旅費等に関する条例」を「職員の旅費

に関する条例（昭和４９年東広島市条例第１４号）」に改め、同条第２項第１号中

「第４条第１項の任用期間」を「後半任用期間」に改め、同項第２号中「任用期

間」を「後半任用期間」に、「日本」を「本邦」に改め、同項第３号中「任用期

間」を「後半任用期間」に、「日本を出発する」を「本邦を出国する」に改め、同

条第３項中「任用期間」を「後半任用期間」に改め、同条を第８条とし、第１０条

を第９条とする。 

第１１条第２項中「午前８時３０分」を「午前８時１５分」に、「午後４時１５

分」を「午後４時」に改め、第５章中同条を第１０条とし、第１２条を第１１条と

する。 

第１３条第１項中「付与する」を「付与し、前半任用期間及び後半任用期間にお

ける付与の日数の割り振りは、教育長が定める」に改め、同条第２項中「第４条第

２項」を「第４条第３項」に改め、同条を第１２条とする。 

第１４条第２項中「第１６条第１項」を「第１５条第１項」に改め、同条を第１

３条とする。 
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第１５条第１項第７号中「女子の」を削り、同項第９号中「複数」を「２人以

上」に改め、同項中第１０号を第１５号とし、第９号の次に次の５号を加える。 

(10) 外国語指導助手が要介護者（職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成

７年東広島市条例第３７号）第８条の２第４項に規定する要介護者をいう。以

下この項において同じ。）の介護をするため勤務しないことが相当であると認

められる場合 ５日（要介護者が２人以上の場合にあっては、１０日）の範囲

内の期間 

(11) 外国語指導助手（引き続き在職した期間が１年以上であり、かつ、この号

に規定する期間（以下この号及び次号において「介護休暇期間」という。）の

初日から起算して９３日を経過する日から、介護休暇期間の初日から１年を経

過する日までにその任期（任期が更新される場合にあっては、更新後のもの）

が満了すること及び引き続き任用されないことが明らかでない者に限る。）

が、要介護者の介護をするため勤務しないことが相当であると認められる場合

 要介護者の各々が当該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、３回を超

えず、かつ、通算して９３日の範囲内において必要と認められる期間 

(12) 外国語指導助手（引き続き在職した期間が１年以上である者に限る。）

が、要介護者の介護をするため、要介護者の各々が当該介護を必要とする一の

継続する状態ごとに、連続する３年の期間（当該要介護者に係る介護休暇期間

と重複する期間を除く。）内において１日の勤務時間の一部につき勤務しない

ことが相当であると認められる場合 １日につき２時間を超えない範囲内で必

要と認められる時間 

(13) 妊娠中又は出産の日後１年以内の女子の外国語指導助手が母子保健法（昭

和４０年法律第１４１号）第１０条の保健指導又は同法第１３条の健康診査を

受ける場合 妊娠満２３週までは４週間に１回、妊娠満２４週から満３５週ま

では２週間に１回、妊娠満３６週から出産の日までは１週間に１回、出産の日

後１年以内の期間は１回（医師等の特別の指示があった場合は、それぞれの期

間について、その指示された回数）、それぞれその都度必要と認める日又は時

間 

(14) 妊娠中の女子の外国語指導助手が請求した場合において、通勤に利用する

交通機関の混雑の程度が母体又は胎児の健康保持に影響があると認められる場
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合 第１０条に規定する勤務時間の始め又は終わりにつき１日を通じて１時間

を超えない範囲内でそれぞれ必要とされる時間 

第１５条第２項中「第１０号」を「第１５号」に、「第９号」を「第１４号」に

改め、同条を第１４条とする。 

第１６条第１項中「第１８条第１項」を「次条第１項」に改め、同条第３項中「

第１４条第３項」を「第１３条第３項」に、「前２項」を「前３項」に改め、同項

を同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を加え、同条を第１５条とする。 

３ 外国語指導助手が法第２８条第２項第２号に掲げる事由に該当して休職にされ

たときは、その休職の期間中は、これに報酬の１０分の６に相当する額以内の額

を支給することができる。 

第１７条を削る。 

第１８条第２項中「第１６条第２項」を「前条第２項」に改め、同条を第１６条

とする。 

第１９条第１項中「第１４条第１項及び第１５条第１項第１号」を「第１３条第

１項並びに第１４条第１項第１号」に改め、「第４号まで」の右に「及び同項第９

号から第１４号まで」を加え、「同項第１０号」を「同項第１５号」に改め、同条

第２項中「第１５条第１項第５号」を「第１４条第１項第５号」に、「第９号」を

「第８号」に改め、同条第５項中「第１７条第１項による」を「法第２８条第２項

第２号の規定による」に改め、同条を第１７条とする。 

第２０条を削る。 

第２１条の見出し及び同条中「勤務成績の評定」を「人事評価」に改め、第６章

中同条を第１８条とする。 

第２２条から第２４条までを削り、第２５条を第１９条とし、同条の次に次の１

条を加える。 

（営利企業等の従事の届出） 

第２０条 外国語指導助手は、営利を目的とする法人その他の団体の役員を兼ね、

若しくは自ら営利を目的とする事業を営み、又は報酬を得て事業若しくは事務に

従事する場合は、あらかじめ、その旨を所属長に届け出なければならない。 

第２６条を削る。 

第２７条の見出し中「宗教活動等」を「宗教活動」に改め、同条中「又は政治活
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動」を削り、同条を第２１条とし、第２８条を第２２条とする。 

第２９条第１項を削り、同条第２項中「前項の各処分」を「法第２９条第２項の

規定による戒告、減給、停職及び懲戒免職の処分」に改め、同項第４号中「労働基

準法」の右に「（昭和２２年法律第４９号）」を加え、同項を同条とし、第７章中

同条を第２３条とし、第８章中第３０条を第２４条とし、第３１条を第２５条とす

る。 

   附 則 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の日前から引き続き採用される東広島市外国語指導助手に対し

て付与される年次有給休暇の日数については、この規則による改正後の東広島市

外国語指導助手の任用等に関する規則第１２条第１項の規定にかかわらず、この

規則による改正前の東広島市外国語指導助手設置規則第１３条第１項の規定によ

り付与された年次有給休暇（同条第２項の規定により繰り越されたものを含

む。）の残日数とする。 

-6-



 

東広島市外国語指導助手設置規則（平成２９年教育委員会規則第９号）新旧対照表 

新 旧 

東広島市外国語指導助手の任用等に関する規則 東広島市外国語指導助手設置規則             

目次 目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 委嘱及び職務（第３条） 第２章 委嘱及び職務（第３条） 

第３章 任用期間等（第４条・第５条） 第３章 任用期間等（第４条―第６条） 

第４章 報酬その他の給付（第６条―第９条  ） 第４章 報酬その他の給付（第７条―第１０条） 

第５章 勤務時間、休日、休暇及び休職（第１０条―第１７条） 第５章 勤務時間、休日、休暇及び休職（第１１条―第１９条） 

第６章 服務（第１８条―第２２条） 第６章 服務（第２０条―第２８条） 

第７章 懲戒（第２３条） 第７章 懲戒（第２９条） 

第８章 公務災害補償等（第２４条・第２５条） 第８章 公務災害補償等（第３０条・第３１条） 

附則 附則 

（趣旨  ） （目的等） 

第１条 この規則は、東広島市立小学校及び東広島市立中学校（以下「学校」

という。）における外国語教育の指導の充実を図ることを目的として配置す

る東広島市外国語指導助手（以下「外国語指導助手」という。）の任用、報

酬、勤務時間等に関し必要な事項を定めるものとする。 

第１条             東広島市立小学校及び東広島市立中学校（以下「学校」

という。）における外国語教育の指導の充実を図ることを目的として、    

  東広島市外国語指導助手（以下「外国語指導助手」という。）を設置する

                                                。 

（身分等） （身分等） 

第２条 外国語指導助手は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下

「法」という。）第２２条の２第１項第１号に掲げる職員      として、語

学指導等を行う外国青年招致事業により、東広島市教育委員会（以下「教育

委員会」という。）又は学校において語学の指導等を行うものとする。 

第２条 外国語指導助手は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号      

              ）第３条第３項第３号に規定する非常勤の特別職として、語

学指導等を行う外国青年招致事業により、東広島市教育委員会（以下「教育

委員会」という。）又は学校において語学の指導等を行うものとする。 

２ 外国語指導助手に関し必要な事項で、この規則に定めのない事項について

は、法                                  その他の法令及び市の条例    

                                                                   

         の定めるところによる。 

２ 外国語指導助手に関し必要な事項で、この規則に定めのない事項について

は、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）その他の法令、市の条例及び東

広島市教育委員会非常勤職員設置規則（平成２１年東広島市教育委員会規則

第２号）の定めるところによる。 

（任用期間） （任用期間） 

第４条 外国語指導助手の任用期間は、１年間（当該期間の範囲内においてこ

れと異なる期間を定めた場合は、その期間）とし、当該外国語指導助手が本

邦に入国した日（以下この項ににおいて「入国日」という。）の翌日から入

国日後最初に到来する３月３１日までの期間（以下「前半任用期間」という。）

及び同日の翌日から、入国日の翌日から起算して１年を経過する日までの期

第４条 外国語指導助手の任用期間は、１年間（当該期間の範囲内においてこ

れと異なる期間を定めた場合は、その期間）とする                      

                                                                   

                                                                   

                                                                   

 

新 旧 

間（以下「後半任用期間」という。）に区分する。                                                    。 

２ 外国語指導助手に係る法第２２条の２第７項の規定により読み替えて適

用する法第２２条の規定による条件付採用は、前半任用期間及び後半任用期

間のそれぞれの初日から１月を勤務し、客観的かつ合理的な理由により能力

が十分に実証されないと認められる場合を除き、正式のものとなる。 

 

３ 教育委員会は、第１項の任用期間が満了した後、外国語指導助手が必要な

能力を有すると認める場合には、当該外国語指導助手について、１年間任用

期間を更新することができる。ただし、引き続く５年間（１年に満たない期

間を定めて任用した期間がある場合にあっては、４年間に当該期間を加えた

期間）の任用期間が経過した場合は、この限りでない。 

２ 教育委員会は、前項  の任用期間が満了した後、外国語指導助手が必要な

能力を有すると認める場合には、当該外国語指導助手について、１年間任用

期間を更新することができる。ただし、引き続く５年間（１年に満たない期

間を定めて任用した期間がある場合にあっては、４年間に当該期間を加えた

期間）の任用期間が経過した場合は、この限りでない。 

 

第６条 削除 

（解嘱） 

第６条 教育委員会は、外国語指導助手に次の各号のいずれかに該当する事由

が生じた場合は、当該外国語指導助手を解嘱することができる。 

(1) 日本国憲法その他日本の法令又はこの規則に違反した場合 

(2) 禁錮以上の刑に処せられた場合 

(3) 当該外国語指導助手の担当する職務にふさわしくない行為があった場

合 

(4) 身体又は精神の障害により職務に堪えられないと認められる場合 

(5) 勤務態度が不良で、改善の見込みがないと認められる場合 

(6) 勤務しない日が連続して６０日（勤務をしないことの理由が職務若しく

は通勤による災害である場合又は第１５条第１項第５号若しくは第６号

の休暇である場合においては、それぞれの理由による勤務しない期間及び

それぞれの期間の満了後の３０日間を除く。）を超えた場合 

(7) 応募書類に虚偽の記載があった場合 

２ 前項に定めるもののほか、教育委員会は、議会において予算が承認されず、

又は予算が削減されたため外国語指導助手に対して報酬を支払うことがで

きない場合は、３０日前までに予告し、又は１月分の報酬を支払って外国語

指導助手を解嘱することができる。 

（報酬及びその計算） （報酬及びその計算） 

第６条 外国語指導助手の                                             

                                                               報酬

の額は、次の表のとおりとする。 

第７条 外国語指導助手に係る特別職の職員等の給与、旅費等に関する条例

（平成元年東広島市条例第５号）別表第１の２の表の任命権者が定める報酬

の額は、次の表のとおりとする。 

（略） （略） 

２ （略） ２ （略） 
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３ 報酬は、毎月１７日（その日が勤務を要しない日又は第１１条第１項に規

定する休日（以下「休日」という。）に当たるときは、その日前においてそ

の日に最も近い勤務を要しない日及び休日以外の日）に支給する。 

３ 報酬は、毎月１７日（その日が勤務を要しない日又は第１２条第１項に規

定する休日（以下「休日」という。）に当たるときは、その日前においてそ

の日に最も近い勤務を要しない日及び休日以外の日）に支給する。 

４ 外国語指導助手の勤務が月の中途から開始し、又は月の中途で終了したと

きは、当該月に係る報酬の額は、その支給対象となる期間の現日数から第１

０条第２項及び第３項に規定する勤務を要しない日の日数を差し引いた日

数を基礎として日割計算により算出する。 

４ 外国語指導助手の勤務が月の中途から開始し、又は月の中途で終了したと

きは、当該月に係る報酬の額は、その支給対象となる期間の現日数から第１

１条第２項及び第３項に規定する勤務を要しない日の日数を差し引いた日

数を基礎として日割計算により算出する。 

５ 報酬の１時間当たりの額は、報酬の月額に１２を乗じ、その額を第１０条

第１項に規定する１週間当たりの勤務時間数に５２を乗じて得た数で除し

て得た額とする。 

５ 報酬の１時間当たりの額は、報酬の月額に１２を乗じ、その額を第１１条

第１項に規定する１週間当たりの勤務時間数に５２を乗じて得た数で除し

て得た額とする。 

（報酬の減額） （報酬の減額） 

第７条 （略） 第８条 （略） 

（費用弁償） （費用弁償） 

第８条 外国語指導助手が職務を行うために旅行するときは、職員の旅費に関

する条例（昭和４９年東広島市条例第１４号）の定めるところにより、費用

を弁償する。 

第９条 外国語指導助手が職務を行うために旅行するときは、特別職の職員等

の給与、旅費等に関する条例                の定めるところにより、費用

を弁償する。 

２ 教育委員会は、別に定めるところにより、赴任及び帰国のための費用を弁

償する。ただし、帰国のための費用は、外国語指導助手が次に掲げる要件の

すべてを満たす場合に弁償するものとする。 

２ 教育委員会は、別に定めるところにより、赴任及び帰国のための費用を弁

償する。ただし、帰国のための費用は、外国語指導助手が次に掲げる要件の

すべてを満たす場合に弁償するものとする。 

(1) 第４条第１項の後半任用期間が満了すること。 (1) 第４条第１項の任用期間    が満了すること。 

(2) 後半任用期間が満了する日の翌日から１か月以内に、本邦において教育

委員会又は第三者に任用され、又は雇用契約を締結しないこと。 

(2) 任用期間    が満了する日の翌日から１か月以内に、日本において教育

委員会又は第三者に任用され、又は雇用契約を締結しないこと。 

(3) 後半任用期間が満了する日の翌日から起算して１か月を経過する日ま

でに、帰国のために本邦を出国すること。 

(3) 任用期間    が満了する日の翌日から起算して１か月を経過する日ま

でに、帰国のために日本を出発すること。 

３ 前項の規定にかかわらず、本人の責めに帰することができない理由により

後半任用期間が満了する前に帰国する場合で、特に所属長がやむを得ないと

認めたときは、帰国のための費用を弁償することができる。 

３ 前項の規定にかかわらず、本人の責めに帰することができない理由により

任用期間    が満了する前に帰国する場合で、特に所属長がやむを得ないと

認めたときは、帰国のための費用を弁償することができる。 

（損害賠償） （損害賠償） 

第９条 （略） 第１０条 （略） 

（勤務時間） （勤務時間） 

第１０条 （略） 第１１条 （略） 

２ 外国語指導助手の勤務時間は、月曜日から金曜日までの毎日午前８時１５２ 外国語指導助手の勤務時間は、月曜日から金曜日までの毎日午前８時３０
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分から午後４時      までとし、休憩時間は、月曜日から金曜日までの毎日

午後零時３０分から午後１時１５分までとする。 

分から午後４時１５分までとし、休憩時間は、月曜日から金曜日までの毎日

午後零時３０分から午後１時１５分までとする。 

３～５ （略） ３～５ （略） 

（休日） （休日） 

第１１条 （略） 第１２条 （略） 

（年次有給休暇） （年次有給休暇） 

第１２条 外国語指導助手に対し、第４条第１項に定める任用期間中に２０日

間（１年に満たない期間を定めて任用する場合にあっては、教育長が定める

日数）の年次有給休暇を付与し、前半任用期間及び後半任用期間における付

与の日数の割り振りは、教育長が定める。この場合において、その取得の単

位は、１日又は１時間とする。 

第１３条 外国語指導助手に対し、第４条第１項に定める任用期間中に２０日

間（１年に満たない期間を定めて任用する場合にあっては、教育長が定める

日数）の年次有給休暇を付与する                                      

                                    。この場合において、その取得の単

位は、１日又は１時間とする。 

２ 外国語指導助手について第４条第３項の規定による任用期間の更新があ

った場合には、１２日間を限度として、年次有給休暇（この項の規定により

繰り越されたものを除く。）を次の任用期間に繰り越すことができるものと

する。 

２ 外国語指導助手について第４条第２項の規定による任用期間の更新があ

った場合には、１２日間を限度として、年次有給休暇（この項の規定により

繰り越されたものを除く。）を次の任用期間に繰り越すことができるものと

する。 

３ （略） ３ （略） 

（病気休暇） （病気休暇） 

第１３条 （略） 第１４条 （略） 

２ 病気休暇の期間は、その開始の日から起算して２０日を超えることができ

ない。この場合において、病気休暇の承認を受けた期間の末日（当該期間に

引き続く第１５条第１項の規定による休職の期間がある場合は、当該休職の

期間の末日）と他の病気休暇の承認を受けた期間の初日との間が７日に満た

ないときは、これらの二の期間は連続するものとみなす。 

２ 病気休暇の期間は、その開始の日から起算して２０日を超えることができ

ない。この場合において、病気休暇の承認を受けた期間の末日（当該期間に

引き続く第１６条第１項の規定による休職の期間がある場合は、当該休職の

期間の末日）と他の病気休暇の承認を受けた期間の初日との間が７日に満た

ないときは、これらの二の期間は連続するものとみなす。 

３ （略） ３ （略） 

（特別休暇） （特別休暇） 

第１４条 外国語指導助手は、次の各号に掲げる事由がある場合において、当

該各号に定める期間の特別休暇を取得することができる。 

第１５条 外国語指導助手は、次の各号に掲げる事由がある場合において、当

該各号に定める期間の特別休暇を取得することができる。 

(1)～(6) （略） (1)～(6) （略） 

(7)       外国語指導助手が生後１年に達しない子の育児を行う場合 １

日につき２回の範囲内でそれぞれ３０分以内の期間 

(7) 女子の外国語指導助手が生後１年に達しない子の育児を行う場合 １

日につき２回の範囲内でそれぞれ３０分以内の期間 

(8) （略） (8) （略） 

(9) 小学校就学の始期に達するまでの子（配偶者の子を含む。）を養育する (9) 小学校就学の始期に達するまでの子（配偶者の子を含む。）を養育する
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外国語指導助手が、その子の看護をするため勤務しないことが相当である

と認められる場合 ５日（養育する子が２人以上の場合にあっては、１０

日）の範囲内の期間 

外国語指導助手が、その子の看護をするため勤務しないことが相当である

と認められる場合 ５日（養育する子が複数    の場合にあっては、１０

日）の範囲内の期間 

(10) 外国語指導助手が要介護者（職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平

成７年東広島市条例第３７号）第８条の２第４項に規定する要介護者をい

う。以下この項において同じ。）の介護をするため勤務しないことが相当

であると認められる場合 ５日（要介護者が２人以上の場合にあっては、

１０日）の範囲内の期間 

 

(11) 外国語指導助手（引き続き在職した期間が１年以上であり、かつ、こ

の号に規定する期間（以下この号及び次号において「介護休暇期間」とい

う。）の初日から起算して９３日を経過する日から、介護休暇期間の初日

から１年を経過する日までにその任期（任期が更新される場合にあって

は、更新後のもの）が満了すること及び引き続き任用されないことが明ら

かでない者に限る。）が、要介護者の介護をするため勤務しないことが相

当であると認められる場合 要介護者の各々が当該介護を必要とする一

の継続する状態ごとに、３回を超えず、かつ、通算して９３日の範囲内に

おいて必要と認められる期間 

 

(12) 外国語指導助手（引き続き在職した期間が１年以上である者に限る。）

が、要介護者の介護をするため、要介護者の各々が当該介護を必要とする

一つの継続する状態ごとに、連続する３年の期間（当該要介護者に係る介

護休暇期間と重複する期間を除く。）内において１日の勤務時間の一部に

つき勤務しないことが相当であると認められる場合 １日につき２時間

を超えない範囲内で必要と認められる時間 

 

(13) 妊娠中又は出産の日後１年以内の女子の外国語指導助手が母子保健法

（昭和４０年法律第１４１号）第１０条の保健指導又は同法第１３条の健

康診査を受ける場合 妊娠満２３週までは４週間に１回、妊娠満２４週か

ら満３５週までは２週間に１回、妊娠満３６週から出産の日までは１週間

に１回、出産の日後１年以内の期間は１回（医師等の特別の指示があった

場合は、それぞれの期間について、その指示された回数）、それぞれその

都度必要と認める日又は時間 

 

(14) 妊娠中の女子の外国語指導助手が請求した場合において、通勤に利用

する交通機関の混雑の程度が母体又は胎児の健康保持に影響があると認

められる場合 第１０条に規定する勤務時間の始め又は終わりにつき１

日を通じて１時間を超えない範囲内でそれぞれ必要とされる時間 
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(15) （略） (10) （略） 

２ 前項第１号から第４号まで及び第１５号の特別休暇は有給とし、同項第５

号から第１４号までの特別休暇は無給とする。 

２ 前項第１号から第４号まで及び第１０号の特別休暇は有給とし、同項第５

号から第９  号までの特別休暇は無給とする。 

（休職） （休職） 

第１５条 前条第１項第５号及び第６号に規定する場合を除くほか、教育委員

会は、外国語指導助手が病気（次条第１項    の疾病を除く。）、負傷その

他やむを得ない理由により勤務することができない日が連続して２０日を

超える場合において、当該外国語指導助手の申請により必要と認めるとき

は、これを休職させることができる。 

第１６条 前条第１項第５号及び第６号に規定する場合を除くほか、教育委員

会は、外国語指導助手が病気（第１８条第１項の疾病を除く。）、負傷その

他やむを得ない理由により勤務することができない日が連続して２０日を

超える場合において、当該外国語指導助手の申請により必要と認めるとき

は、これを休職させることができる。 

２ （略） ２ （略） 

３ 外国語指導助手が法第２８条第２項第２号に掲げる事由に該当して休職

にされたときは、その休職の期間中は、これに報酬の１０分の６に相当する

額以内の額を支給することができる。 

 

４ 第１３条第３項の規定は、前３項の期間を算定する場合に準用する。 ３ 第１４条第３項の規定は、前２項の期間を算定する場合に準用する。 

 

第１７条 削除 

（起訴休職） 

第１７条 教育委員会は、外国語指導助手が刑事事件に関し起訴されたとき

は、当該外国語指導助手を休職させることができる。 

２ 前項の場合において、その休職の期間中は、報酬の６割に相当する額を支

給する。 

（勤務禁止） （勤務禁止） 

第１６条 （略） 第１８条 （略） 

２ 前項の場合におけるその勤務しない期間中の報酬の支給については、前条

第２項    の規定を準用する。 

２ 前項の場合におけるその勤務しない期間中の報酬の支給については、第１

６条第２項の規定を準用する。 

（休暇及び休職の手続） （休暇及び休職の手続） 

第１７条 外国語指導助手は、第１３条第１項並びに第１４条第１項第１号か

ら第４号まで及び同項第９号から第１４号までの休暇を取得する場合は予

定日数を、同項第１５号の休暇を取得する場合は予定日数及び取得の理由

を、あらかじめ所属長に届け出て承認を受けなければならない。ただし、や

むを得ない事由によりあらかじめ届け出ることができない場合は、その事由

がやんだ後、速やかに届け出て承認を受けなければならない。 

第１９条 外国語指導助手は、第１４条第１項及び第１５条第１項第１号  

から第４号まで                              の休暇を取得する場合は

予定日数を、同項第１０号の休暇を取得する場合は予定日数及び取得の理由

を、あらかじめ所属長に届け出て承認を受けなければならない。ただし、や

むを得ない事由によりあらかじめ届け出ることができない場合は、その事由

がやんだ後、速やかに届け出て承認を受けなければならない。 

２ 外国語指導助手は、第１４条第１項第５号から第８号までの休暇を取得す

る場合は、予定日数をあらかじめ所属長に届け出なければならない。ただし、

やむを得ない事由によりあらかじめ届けることができない場合は、その事由

２ 外国語指導助手は、第１５条第１項第５号から第９号までの休暇を取得す

る場合は、予定日数をあらかじめ所属長に届け出なければならない。ただし、

やむを得ない事由によりあらかじめ届けることができない場合は、その事由
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がやんだ後、速やかに届け出なければならない。 がやんだ後、速やかに届け出なければならない。 

３・４ （略） ３・４ （略） 

５ 外国語指導助手は、法第２８条第２項第２号の規定による休職及び前条第

１項による勤務の禁止の原因となる事実が生じた場合は、速やかにその事実

を所属長に届け出なければならない。 

５ 外国語指導助手は、第１７条第１項による              休職及び前条第

１項による勤務の禁止の原因となる事実が生じた場合は、速やかにその事実

を所属長に届け出なければならない。 

 （職務命令に従う義務） 

第２０条 外国語指導助手は、その職務を遂行するに当たって、上司の職務上

の命令に忠実に従わなければならない。 

（人事評価      ） （勤務成績の評定） 

第１８条 教育委員会は、外国語指導助手の執務について、別に定める要領に

基づき人事評価      を行うものとする。 

第２１条 教育委員会は、外国語指導助手の執務について、別に定める要領に

基づき勤務成績の評定を行うものとする。 

 

第２２条から第２４条まで 削除 

（職務専念義務） 

第２２条 外国語指導助手は、この規則に別段の定めがある場合を除くほか、

その勤務時間及び職務上の注意力の全てをその職責の遂行のために用いな

ければならない。 

（信用失墜行為の禁止） 

第２３条 外国語指導助手は、教育委員会又は語学指導を行う外国青年招致事

業の信用を傷つけるような行為をしてはならない。 

（守秘義務） 

第２４条 外国語指導助手は、職務を遂行するに当たって知り得た秘密を漏ら

してはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

（ハラスメントの禁止） （ハラスメントの禁止） 

第１９条 （略） 第２５条 （略） 

（営利企業等の従事の届出） 

第２０条 外国語指導助手は、営利を目的とする法人その他の団体の役員を兼

ね、若しくは自ら営利を目的とする事業を営み、又は報酬を得て事業若しく

は事務に従事する場合は、あらかじめ、その旨を所属長に届け出なければな

らない。 

 

 

第２６条 削除 

（営利企業等の従事制限） 

第２６条 外国語指導助手は、教育委員会の許可を受けなければ、会社その他

の団体の役員となり、若しくは教育委員会以外の者に雇用され、又は報酬を

得ていかなる事業若しくは事務にも従事してはならない。 

（宗教活動  の制限） （宗教活動等の制限） 

 

新 旧 

第２１条 外国語指導助手は、その勤務に関して、宗教活動            を行

ってはならない。 

第２７条 外国語指導助手は、その勤務に関して、宗教活動又は政治活動を行

ってはならない。 

（自動車等の運転の制限） （自動車等の運転の制限） 

第２２条 （略） 第２８条 （略） 

（懲戒処分） （懲戒処分） 

第２３条 第２９条 教育委員会は、外国語指導助手について次の各号のいずれかに該当

する事由が生じた場合は、当該外国語指導助手に対し、戒告、減給、停職又

は懲戒免職の処分をすることができる。 

 (1) 日本国憲法その他日本の法令又はこの規則に違反した場合 

(2) 禁錮以上の刑に処せられた場合 

(3) 当該外国語指導助手の担当する職務にふさわしくない行為があった場

合 

(4) 勤務態度が不良と認められる場合 

法第２９条第２項の規定による戒告、減給、停職及び懲戒免職の処分の意義

及び効果は、次に定めるところによる。 

２ 前項の各処分                                                  の

意義及び効果は、次に定めるところによる。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

(4) 懲戒免職 予告期間を設けることなく即時に免職する。この場合におい

て、所轄の労働基準監督署の認定を受けたときは、労働基準法（昭和２２

年法律第４９号）第２０条に規定する手当を支給しない。 

(4) 懲戒免職 予告期間を設けることなく即時に免職する。この場合におい

て、所轄の労働基準監督署の認定を受けたときは、労働基準法          

                第２０条に規定する手当を支給しない。 

（公務災害補償） （公務災害補償） 

第２４条 （略） 第３０条 （略） 

（公務外の災害補償） （公務外の災害補償） 

第２５条 （略） 第３１条 （略） 

附 則 附 則 

１この規則は、令和２年４月１日から施行する。    この規則は、公布の日から施行する。 

2 この規則の施行の日前から引き続き採用される東広島市外国語指導助手

に対して付与される年次有給休暇の日数については、この規則による改正

後の東広島市外国語指導助手の任用等に関する規則第１２条第１項の規

定にかかわらず、この規則による改正前の東広島市外国語指導助手設置規

則第１３条第１項の規定により付与された年次有給休暇（同条第２項の規

定により繰り越されたものを含む。）の残日数とする。 
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